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研究成果の概要（和文）：本研究においては、新型コロナの感染拡大およびそれらに伴う社会的活動の自粛など
の影響を受け、大幅に研究活動の内容と期間（延期など）の変更を余儀なくされ、当初予定していた研究計画に
沿うことができず、一部修正を行って実施した。その結果、被疑者・被告人段階にある障害者・高齢者の「入口
支援」に関する先行研究論文、資料の収集と整理・分析を行い、パイロット調査として岩手県内の「入口支援」
に関する実態調査、宮城県内の弁護士・相談支援事業者へのグループインタビュー調査、東北六県の地域生活定
着支援センターへのインタビュー調査を行い、東北地域での「入口支援」の現状と課題を明らかにすることがで
きた。

研究成果の概要（英文）：In this study, we had to drastically change the content and duration of our 
activities due to the effects of the voluntary restraint of social activities caused by the new 
coronas, and were unable to follow our original research plan, which was partially revised and 
implemented.
As a result, we collected materials on "entrance support" for persons with disabilities and elderly 
persons at the stage of suspects and defendants, conducted a survey on the actual situation of "
entrance support" in Iwate Prefecture as a pilot study, conducted group interviews with lawyers and 
consultation support providers in Miyagi Prefecture, and conducted interviews with community life 
settlement support centers in six Tohoku prefectures. By conducting these surveys, we were able to 
clarify the current status and issues of "Entrance Support" in the Tohoku region.

研究分野：社会福祉学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、触法障害者・高齢者の被疑者・被告人段階での「入口支援」は、刑事司法の手続きや再犯防止の課題
への対応をはじめ、司法と福祉の連携・協働、地域共生社会の実現に向けた新たな地域社会の形成、個別的な支
援から新たな地域社会の創造を視野に入れた今日の社会福祉の課題にアプローチをした研究である。触法障害
者・高齢者の再犯防止を巡って、福祉サービスの活用を巡っての「福祉の司法化」といった問題が提起されてき
た中で、司法と福祉の連携協働及び福祉の補充性の議論を再検討し、ソーシャルワークがどのような役割・機能
を発揮することができるか、社会内処遇の日本的展開を考える一助とすることができたと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
今日的の福祉政策の動向の一つとして、「地域包括ケアの推進」、「我が事まる事地域共生社会

の実現」「地域力強化による包括的相談支援体制の構築」などが提唱されている。その中で、地

域で暮らす人びとの生活上の困難として、障害や疾病に加えて、罪を犯したことによる二重の障

壁を抱えた人びとへの支援をいかに地域のなかで展開するのか。それらの状況にある人びとを

どのように地域の中で包摂し、共生していくかという問題への対応が求められている。 

また、わが国の更生保護事業のこれまでの歴史のなかで、知的障害や認知症を有する受刑者の

いわゆる「出口支援」においては、様々な課題が指摘され、2009 年から、地域生活定着支援セン

ターの整備等によって、矯正施設等を退所する高齢者・障害者で、親族等による支援が困難な状

況にある人への支援システムが構築され、各地で地域の実情に応じた支援や取組みがなされて

いる。しかし、認知症高齢者や知的障害者らが万引き、無銭飲食を繰り返し、「再犯」によって

矯正施設等に服役する実情から、そのような「再犯」を防ぐことが、ソーシャルワークの観点か

ら重要となっている。 

特に、これらの犯罪行為は貧困や孤立的状況が契機となっていることから、矯正施設等に入る

前のいわゆる「入り口」段階において福祉支援を強化し、予防することが必要と考えられる。 

しかし、それらの「入口」段階、捜査段階（警察および検察）および公判段階での福祉支援の

ニーズ、実態は不明確であり、弁護士による接見の状況や、不起訴によるその後の支援の実態等

についても一定のガイドラインが示されているものの、その実態の把握は十分とは言えない。そ

のため、弁護士によるその後の支援においても、福祉関係者との連携が不十分なままとなり、そ

れらに対する実施上の規定がないことや人権、個人情報の観点からも支援の展開が十分となっ

ていない。 

また、検察段階では，従来，再犯防止等の刑事政策的観点を踏まえながら，捜査・公判活動を

遂行するうえで、2011 年 9 月に策定された「検察の理念」において，指針とすべき心構えの一

つとして「警察その他の捜査機関のほか，矯正，保護その他の関係機関とも連携し，犯罪の防止

や、罪を犯した者の更生等の刑事政策の目的に寄与する」と定め（第８項）、他機関との連携を

も含めた再犯防止への積極的な取り組みを行うことを明確に謳っている。この他機関との連携

には、福祉関係機関等も含まれ、福祉的支援としてのソーシャルワークの役割・機能が求められ

ていると考えることができる。 

 
２．研究の目的 
認知レベルや障害特性等から、「罰をもって罪を償う」ことが必ずしも更生効果を高めること

につながらず、結果として累犯となる例が多く指摘されていることから、本研究は、罪に問われ

る認知症高齢者・障害者らが「被疑者・被告人」段階、いわゆる「入口」（取り調べ、司法手続

き）の段階において、ソーシャルワークによる福祉的支援を行う体制を構築すること目的とする。

その中で、福祉的支援を必要とする被疑・被告段階での認知症高齢者や障害者らの生活実態を明

らかにするとともに、その福祉支援ニーズを明確にし、「適切な支援」について検討、分析を行

う。その上で、地域資源を活用した「社会内処遇」の仕組み、体制を提案することで、認知高齢

者や障害者の権利を擁護し、あわせて社会秩序維持を図ることを目指した研究を行う。 

そのために、弁護士会、社会福祉事業者、相談支援事業者等、「入口支援」にかかわる団体・

機関と連携し、「入口支援の実践データ」を収集し、研究課題の構造を明らかにする。併せて、

研究の対象地域を特定し、社会資源のマッピング技法を用いて図解化し、明らかになった課題と



対応させることで「適切な支援」の実施を可能とする地域システムのあり方に関する考察を行う。

また、本研究を通して、「入口支援」の将来的な地域システムの運用体制の組織化の手法を開発

することを目的とする。 

 
３．研究の方法 
本研究においては、触法高齢者及び障害者等の被疑者・被告人段階での、いわゆる「入口支援」

におけるソーシャルワーク支援において、以下の調査研究を行った。 

 一つは、全国における触法高齢者及び障害者等の被疑者・被告人としての捜査段階での「入口

支援」に関する調査研究の動向を取りまとめ、整理を行い、わが国における「入口支援」の全体

像とそこに胚胎する問題の構造を明らかにする。 

 そのうえで、二つ目として、被疑者・被告人段階における認知症高齢者及び障害者への「入口

支援」の実態把握として、弁護士と福祉関係者（社会福祉協議会及び障害者相談支援事業所）を

対象に、相談・対応件数の把握を行う。1年目は、岩手県内の実態把握のためのアンケートを行

い、2年目には弁護士・相談支援事業者等へのグループインタビュー調査を行い、３年目には東

北六県の地域生活定着支援センターへのインタビュー調査を行う。そのことによって、被疑・捜

査段階での「入口支援」の現状と課題を抽出し、支援の具体的な内容と展開に関する問題の構造

を把握する。 

 
４．研究成果 

（１）2018 年度の研究活動成果 

2018 年度においては、被疑者・被告人段階にある障害者・高齢者の「入口支援」に関する先行

研究論文、先行研究資料の収集とその内容の整理・分析を行った。また、障害者・高齢者への司

法・福祉分野の研究動向を概観したうえで、「入口支援」の現状と課題に関する要点の整理を行

った。また、パイロット調査として、岩手県内の弁護士事務所、地域包括支援センター、生活困

窮者自立支援事業所、障害者福祉サービス事業所等を運営する社会福祉法人、計 555 か所を対象

に、障害者・高齢者の「入口支援」の実態調査を実施した。 

ⅰ）「入口支援」に関わる相談等については、全体の 12.1％の事業所で対応がなされた経験を有

するが、その対応については単発的で、継続・体系的なものではなく、地域の中でシステムとし

て支援を展開する状況には至っていなかった。すべての事業所から、事業所・関係機関との連

携、そして障害者・高齢者の支援に対する協働を展開していくうえでのきっかけを模索してい

ることが明らかになった。 

ⅱ）先行研究からも、モデル事業をきっかけに一部の自治体においては、「入口支援」の展開が

地域システムとして動き始めているが、それらを推進していくための法整備をはじめ、司法関

連機関と福祉事業所・機関との地域連携システムは未整備の状況である自治体が多数である。 

ⅲ）先行研究からは、積極的な司法と福祉の連携を提起する「入口支援」の提案なども見られる

が、福祉関係者の「入口支援」の問題に対する認識は開発されていないところがある。しかし、

予備調査からは、一様に「入口支援」の問題を障害者・高齢者の生活支援を通しての積極的な権

利擁護の視点、再犯防止としての機能もさることながら、福祉的支援や関与による予防的な司

法福祉の視点に対する認識が広がってきていることを確認することができた。 

 

（２） 2019 年度の研究活動成果 

2019 年度においては、宮城県内での司法と福祉の連携を目的としたチーム仙台での学習会等

の活動を通して、研究テーマに関連する情報収集とグループ・インタビュー調査を実施した。学



習会では、事例検討を中心に公判前・後における福祉支援・サービスへの接続や公判に向けての

支援の方策などについて検討を行った。それらを通して、弁護士の支援活動の広範性と、それら

を補完する福祉支援の機能について明確にすることができた。 

グループ・インタビュー調査では、フォーカスグループ・インタビューによる方法を用いて

罪を犯した障害者・高齢者の入口支援とそれに伴う地域の連携・協働のあり方について4回の調

査を行った。グループとして、弁護士グループ、相談支援専門員グループ、コミュニティソー

シャルワーカーグループ、そして、各専門職の合同グループの4グループを編成し、各１回のイ

ンタビュー調査を行った。インタビューのテーマは、それぞれの立場での罪を犯した障害者へ

の支援の実際と課題、そのうえで他職種・他機関との協働における課題とした。それぞれの立

場から協働の必要性、意義、動機などの共通点がありながらも、司法と福祉の目的や視点の違

いなどから生じる課題を具体的な実践の中で補完していく方策を構築していく方向性を見出す

ことができた。さらに、それらのインタビューでの発言内容を逐語録化し、さらに発語からの

主要なキーワードの収集とキーワード間の意味に関連性、研究課題に沿った課題の抽出と概念

化を行っていくための基礎的データ化を行うことができた。なお、フォーカスグループ・イン

タビューの実施に際しては、東北福祉大学研究倫理委員会の承認を得たうえで、すべての調査

協力者からの研究協力の同意を得て実施した。 

チーム仙台での学習会において、フォーカスグループ・インタビューの中間報告を行うともに、

次年度の研究計画についての説明、依頼等を行った。 

＜研究報告・発表＞ 

〇2019 年度第５回コミュニティソーシャルワーク担当者連絡会 「司法ソーシャルワークにお

ける地域協働システムと入口支援について」 2019 年 10 月 24 日 仙台市福祉プラザ 

 

（３）2020 年度の研究活動成果 

2020年度においては、新型コロナウィルスの感染拡大により、予定していた調査研究活動を

予定どおりに実施することができず、１年間の研究期間の延長の手続きを行い、承認を得て実

施した。 

コロナ禍での研究状況の中にあっても、研究課題にある「被疑者・被告人段階にある障害

者・高齢者の『入口支援』」について、東北圏域内の地域生活定着支援センターでのインタビ

ュー調査の一部を行いながら、「入口支援」の実態を明らかする研究活動を行うことができ

た。これまでの直接的なインタビュー調査等を行うことが困難な状況にあり、オンラインによ

るインタビュー調査に代えて実施することができた。それらを通して、政策的に進められてよ

うとしている司法手続き上の「入口支援」の構造を把握することができ、それらの構造的問題

からソーシャルワーク実践上の課題、障がい者・高齢者の地域生活支援上の課題を明確にする

ことができ、地域共生社会の実現に向けた政策と関連付けながら検討を深めることができた。 

 また、東北圏域内の地域生活定着支援センターでの調査研究を進める機会（きっか 

け）を得ることができ、それらを基にして延長した研究期間内で研究活動を行う準備 

を行うことができたと考える。 

 

（４）2021 年度の研究活動成果 

2021年度においては、新型コロナ感染症拡大のなか、予定の研究計画に沿っての活動を十分

に実施することが困難な中、研究テーマである「触法障害者および高齢者の入口支援」に関す

る実態調査として、東北圏域の「地域生活定着支援センター」における「入口支援」の現状と



課題についての聞き取り調査を実施した。 

また、全国地域生活定着支援センター協議会が実施した2017年度の「障害者・高齢者への支

援に関する実態調査」の結果等と比較分析を行いながら、ソーシャルワークの観点から課題の

分析を行った。これらの結果に基づき、触法障害者・高齢者の地域生活支援モデルの構築を図

っていくこととした。  

その結果、東北圏域においては、2017年の全国調査以降、モデル事業として「入口支援」に

取組んだ地域生活定着支援センターは１か所のみで、それ以外は、検察や弁護士等からの相談

に対して限定的に取り組む実態であった。地域生活定着支援センターにおける特別調整（矯正

施設退所者へのいわゆる出口支援）の延長として、限定的に取り組んできたことから、今後、

「入口支援」を事業として位置づけていくうえでの準備状況にあることが明確となった。それ

らの準備においては、法制度的な枠組みが一定の形で機能すると同時に、それらの制約等もあ

り、「入口支援」の法的・制度上の位置づけが明確になった。 

 

（５）2022 年度の研究活動成果 

2022年度においては、新型コロナの感染状況により、予定通りの研究活動を実施することが

できず、これまでの調査研究データの整理および関連文献・資料等の収集・整理を行いなが

ら、一部、研究計画に沿って、触法障害者および高齢者の地域生活支援活動の実態調査を行っ

た。また、これまでの研究活動の一部について学内の研究会や地域の再犯防止連絡協議会など

で報告を行った。 

＜研究報告・発表＞ 

〇第８回東北福祉大学実学臨床研究セミナー 「触法障害者の入口支援を巡る課題を考える」 

2022 年４月 28 日 東北福祉大学国見キャンパス 

〇2022 年度仙台市再犯防止セミナー 「触法障がい者・高齢者の地域生活支援とコミュニティ

ソーシャルワーク」 2023 年 3 月 17 日 仙台法務総合庁舎 

 

（６）2023 年度の研究活動成果 

2023年度においては、研究テーマである「被疑・被告にある認知症高齢者・障害者へのソー

シャルワークによる支援」に関する活動として、仙台弁護士会での刑事弁護学習会「チーム仙

台」での事例検討および令和５年度「東北ブロック再犯防止シンポジウム」での「社会復帰支

援・他機関連携～現状と課題～」というテーマでのパネルディスカッション（コーディネータ

ー）に協力することなどを通して、東北圏内の司法と福祉の連携・協働に関する情報収集を行

うとともに、司法福祉関連の文献調査等を行った。とりわけ、東北ブロックにおける再犯防止

シンポジウムにおいては、山形地方検察庁の検察官主催のケア会議の取り組みや検察段階での

「入口支援」の現状と課題についての情報収集を行うことができ、地域における新たな検察に

よる支援についての知見を得ることができた。また、居住支援団体による実践からも、地域に

おけるソーシャルワークの課題に関する知見を得ることができ、再犯防止をめぐる新たな地域

支援の展開モデルを検討することができたと考える。それらを踏まえて、調査研究の全体をま

とめる活動を行った。 

＜研究報告・発表＞ 

〇仙台矯正管区 2023 年度管内刑事施設福祉的支援ブロック協議会 「罪を犯した障害者・高齢

者への福祉支援～支援を必要とする人との支援を展開するための重要なことを考える～ 2023

年６月 29 日 仙台矯正管区 
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